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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外側層としての基材層と、内側層としての熱融着性樹脂層と、これら両層間に配置され
た金属箔層と、を含む成形用包装材であって、
　前記熱融着性樹脂層は、単層または複数層からなり、前記熱融着性樹脂層の最内層が、
熱融着性樹脂、粗面化材、スリップ剤およびフッ素ポリマー系滑剤を含有する樹脂組成物
からなり、
　前記粗面化材は、熱可塑性樹脂を含有し、
　前記最内層の内側表面に、フッ素ポリマー系滑剤を５０質量％より大きい含有率で含有
する第１滑性層が形成されていることを特徴とする成形用包装材。
【請求項２】
　前記第１滑性層の内側表面に、スリップ剤を５０質量％より大きい含有率で含有する第
２滑性層が形成されている請求項１に記載の成形用包装材。
【請求項３】
　前記最内層におけるフッ素ポリマー系滑剤の含有率が５ｐｐｍ～５０００ｐｐｍである
請求項１または２に記載の成形用包装材。
【請求項４】
　前記フッ素ポリマー系滑剤におけるフッ素含有率が５０質量％以上である請求項１～３
のいずれか１項に記載の成形用包装材。
【請求項５】
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　前記フッ素ポリマー系滑剤が、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン－
ビニリデンフルオライド共重合体およびヘキサフルオロプロピレン－ビニリデンフルオラ
イド共重合体からなる群より選ばれる１種または２種のフッ素ポリマー系滑剤である請求
項１～４のいずれか１項に記載の成形用包装材。
【請求項６】
　前記粗面化材を構成する熱可塑性樹脂が、高密度ポリエチレン樹脂である請求項１～５
のいずれか１項に記載の成形用包装材。
【請求項７】
　前記スリップ剤が、脂肪酸アミドである請求項１～６のいずれか１項に記載の成形用包
装材。
【請求項８】
　前記基材層の外側表面にスリップ剤を含有する第３滑性層が形成されている請求項１～
７のいずれか１項に記載の成形用包装材。
【請求項９】
　前記包装材の外側表面の動摩擦係数が０．５以下である請求項８に記載の成形用包装材
。
【請求項１０】
　前記包装材の内側表面の動摩擦係数が０．５以下である請求項１～９のいずれか１項に
記載の成形用包装材。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の成形用包装材の成形体からなる蓄電デバイス用
外装ケース。
【請求項１２】
　蓄電デバイス本体部と、
　請求項１１に記載の蓄電デバイス用外装ケースを少なくとも含む外装部材とを備え、
　前記蓄電デバイス本体部が、前記外装部材で外装されていることを特徴とする蓄電デバ
イス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、ノートパソコン用、携帯電話用、車載用、定置型の二次電池（リチ
ウムイオン二次電池）のケースとして好適に用いられ、また食品の包装材、医薬品の包装
材として好適に用いられる成形用包装材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、スマートフォン、タブレット端末等のモバイル電気機器の薄型化、軽量化に伴い
、これらに搭載されるリチウムイオン二次電池、リチウムポリマー二次電池、リチウムイ
オンキャパシタ、電気２重層コンデンサ等の蓄電デバイスの外装材としては、従来の金属
缶に代えて、耐熱性樹脂層／接着剤層／金属箔層／接着剤層／熱可塑性樹脂層（内側シー
ラント層）からなる積層体が用いられている。また、電気自動車等の電源、蓄電用途の大
型電源、キャパシタ等も上記構成の積層体（外装材）で外装されることも増えてきている
。前記積層体に対して張り出し成形や深絞り成形が行われることによって、略直方体形状
等の立体形状に成形される。このような立体形状に成形することにより、蓄電デバイス本
体部を収容するための収容空間を確保することができる。
【０００３】
  このような立体形状にピンホールや破断等なく良好状態に成形するには内側シーラント
層の表面の滑り性を向上させることが求められる。内側シーラント層の表面の滑り性を向
上させて良好な成形性を確保するものとして、内側シーラント層に脂肪酸アミドを含有せ
しめた構成のものが公知である（特許文献１参照）。
【０００４】



(3) JP 6917255 B2 2021.8.11

10

20

30

40

50

　また、同様に滑り性を向上させて良好な成形性を確保するものとして、基材層の一方の
面に最外層として耐酸性付与層が設けられ、該基材層の他方の面に、第１接着層、少なく
とも片面に腐食防止処理層を設けたアルミニウム箔層、第２接着層、シーラント層が順次
積層されたリチウムイオン電池用外装材であって、前記シーラント層の外側の表面にスリ
ップ剤（脂肪酸アミド等）およびアンチブロッキング剤（シリカ粒子等）の少なくとも一
方が塗布されるか、または前記シーラント層にスリップ剤（脂肪酸アミド等）およびアン
チブロッキング剤（シリカ粒子等）の少なくとも一方が配合された構成のリチウムイオン
電池用外装材が提案されている（特許文献２参照）。
【０００５】
　上記いずれの技術においても、内側シーラント層の表面の滑り性を向上させることがで
きて良好な成形性を確保できる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－１０１７６４号公報
【特許文献２】特開２０１５－５３２８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
  しかしながら、上記従来技術では、良好な成形性を確保するために十分な量の脂肪酸ア
ミドを添加する必要があり、この場合、脂肪酸アミドが表面に過度に析出することになり
、外装材の成形時に成形金型の成形面に脂肪酸アミドが付着堆積していって白粉（脂肪酸
アミドによる白粉）が発生する。このような白粉が成形面に付着堆積した状態になると、
良好な成形を行い難くなるし、成形品に白粉が付着する可能性があることから、白粉が付
着して堆積する毎に清掃して白粉の除去を行う必要が生じるが、このような白粉の清掃除
去を行うことで外装材の生産性が低下するという問題があった。
【０００８】
　また、脂肪酸アミドの添加量、エージング温度、エージング時間について種々調整を試
みても、脂肪酸アミドの表面へのブリード量にバラツキが生じやすく、その結果、成形性
、白粉付着の有無の程度にバラツキが生じやすく、安定した品質を確保するのが難しいと
いう問題があった。
【０００９】
　勿論、脂肪酸アミドの添加量を少なくすれば、白粉の付着堆積を抑制することが可能に
なるが、この場合には表面への脂肪酸アミド析出量が不足して成形性が悪くなるという問
題を生じる。このように従来では、優れた成形性と、外装材表面での白粉表出の抑制とを
両立させることが難しかった。
【００１０】
　本発明は、かかる技術的背景に鑑みてなされたものであって、成形用包装材の成形時に
良好なすべり性を確保できて良好な成形性を確保できると共に、包装材の表面に白粉が表
出し難い、成形用包装材、蓄電デバイス用外装ケース及び蓄電デバイスを提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
  前記目的を達成するために、本発明は以下の手段を提供する。
【００１２】
　［１］外側層としての基材層と、内側層としての熱融着性樹脂層と、これら両層間に配
置された金属箔層と、を含む成形用包装材であって、
　前記熱融着性樹脂層は、単層または複数層からなり、前記熱融着性樹脂層の最内層が、
熱融着性樹脂、粗面化材、スリップ剤およびフッ素ポリマー系滑剤を含有する樹脂組成物
からなり、
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　前記粗面化材は、熱可塑性樹脂を含有し、
  前記最内層の内側表面に、フッ素ポリマー系滑剤を５０質量％より大きい含有率で含有
する第１滑性層が形成されていることを特徴とする成形用包装材。
【００１３】
　［２］前記第１滑性層の内側表面に、スリップ剤を５０質量％より大きい含有率で含有
する第２滑性層が形成されている前項１に記載の成形用包装材。
【００１４】
　［３］前記最内層におけるフッ素ポリマー系滑剤の含有率が５ｐｐｍ～５０００ｐｐｍ
である前項１または２に記載の成形用包装材。
【００１５】
　［４］前記フッ素ポリマー系滑剤におけるフッ素含有率が５０質量％以上である前項１
～３のいずれか１項に記載の成形用包装材。
【００１６】
　［５］前記フッ素ポリマー系滑剤が、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピ
レン－ビニリデンフルオライド共重合体およびヘキサフルオロプロピレン－ビニリデンフ
ルオライド共重合体からなる群より選ばれる１種または２種のフッ素ポリマー系滑剤であ
る前項１～４のいずれか１項に記載の成形用包装材。
【００１７】
　［６］前記粗面化材を構成する熱可塑性樹脂が、高密度ポリエチレン樹脂である前項１
～５のいずれか１項に記載の成形用包装材。
【００１８】
　［７］前記スリップ剤が、脂肪酸アミドである前項１～６のいずれか１項に記載の成形
用包装材。
【００１９】
　［８］前記基材層の外側表面にスリップ剤を含有する第３滑性層が形成されている前項
１～７のいずれか１項に記載の成形用包装材。
【００２０】
　［９］前記包装材の外側表面の動摩擦係数が０．５以下である前項８に記載の成形用包
装材。
【００２１】
　［１０］前記包装材の内側表面の動摩擦係数が０．５以下である前項１～９のいずれか
１項に記載の成形用包装材。
【００２２】
　［１１］前項１～１０のいずれか１項に記載の成形用包装材の成形体からなる蓄電デバ
イス用外装ケース。
【００２３】
　［１２］蓄電デバイス本体部と、
  前項１１に記載の蓄電デバイス用外装ケースを少なくとも含む外装部材とを備え、
  前記蓄電デバイス本体部が、前記外装部材で外装されていることを特徴とする蓄電デバ
イス。
【００２４】
　［１３］金属箔の一方の面に外側接着剤を介して基材層が積層されると共に前記金属箔
の他方の面に内側接着剤を介して、単層または複数層からなる熱融着性樹脂層であって、
該熱融着性樹脂層の最内層が、熱融着性樹脂、粗面化材、スリップ剤およびフッ素ポリマ
ー系滑剤を含有する樹脂組成物からなる構成の熱融着性樹脂層が積層されてなる積層体を
準備する工程と、
  前記積層体を加熱処理して成形用包装材を得るエージング工程と、を含み、
　前記粗面化材は、熱可塑性樹脂を含有することを特徴とする成形用包装材の製造方法。
【００２５】
　［１４］前記エージング工程における加熱処理の加熱温度が３０℃～５０℃である前項
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１３に記載の成形用包装材の製造方法。
【００２６】
　［１５］前記準備工程において前記樹脂組成物を溶融押出製膜することにより前記最内
層の層形成を行う前項１３または１４に記載の成形用包装材の製造方法。
【００２７】
　［１６］前記準備工程において前記樹脂組成物および溶剤を含有した塗布溶液を塗布し
て乾燥させることによって前記最内層の層形成を行う前項１３または１４に記載の成形用
包装材の製造方法。
【発明の効果】
【００２８】
　［１］の発明では、熱融着性樹脂層の最内層が、熱融着性樹脂、熱可塑性樹脂含有粗面
化材、スリップ剤およびフッ素ポリマー系滑剤を含有する樹脂組成物からなる構成であり
、該最内層の内側表面にフッ素ポリマー系滑剤を５０質量％より大きい含有率で含有する
第１滑性層が形成されているから、包装材の成形時における包装材の内側表面と成形金型
表面との滑り性が向上し、深絞り成形、張り出し成形等の成形時の成形性を向上させるこ
とができると共に、包装材の表面に白粉が表出し難いものである。本発明によれば、スリ
ップ剤のブリード量が従来よりも少なくても成形時に安定した滑り性を確保できる。
【００２９】
　更に、本発明の成形用包装材をロール状に巻いた際に熱融着性樹脂層の最内層の表面が
基材層の表面と接触するが、熱融着性樹脂層の最内層の表面が粗面化されているので、最
内層の表面と基材層の表面とが接触する面積が小さいものとなり、基材層表面へのスリッ
プ剤の転写量（熱融着性樹脂層の最内層の表面からのスリップ剤の転写の量）が少なくな
り、従って蓄電デバイス（電池等）を電子機器等の内部に固定するための粘着テープの基
材層表面への粘着強度が十分に得られると共に、蓄電デバイス（電池等）を包装している
包装材の表面（基材層の表面）に製品名、ロット番号等の記載事項を印字した際に印字が
剥がれ難いという有利な効果を奏する。
【００３０】
　［２］の発明では、第１滑性層の内側表面にスリップ剤を５０質量％より大きい含有率
で含有する第２滑性層が形成されているので、前記滑り性をより向上させることができて
、成形時の成形性をさらに向上させることができる。
【００３１】
　［３］の発明では、前記滑り性をより向上させることができて、成形時の成形性をさら
に向上させることができる。
【００３２】
　［４］の発明では、前記フッ素ポリマー系滑剤におけるフッ素含有率が５０質量％以上
であるから、前記滑り性をより向上させることができて、成形時の成形性をさらに向上さ
せることができる。
【００３３】
　［５］の発明では、前記フッ素ポリマー系滑剤として、テトラフルオロエチレン－ヘキ
サフルオロプロピレン－ビニリデンフルオライド共重合体およびヘキサフルオロプロピレ
ン－ビニリデンフルオライド共重合体からなる群より選ばれる１種または２種のフッ素ポ
リマー系滑剤が用いられているので、前記滑り性をより向上させることができて、成形時
の成形性をさらに向上させることができる。
【００３４】
　［６］の発明では、粗面化材を構成する熱可塑性樹脂が高密度ポリエチレン樹脂である
ので、該高密度ポリエチレン樹脂が前記熱融着性樹脂との相溶性が適度に低いことにより
効果的に粗面化することができて滑り性をより向上させることができる。
【００３５】
　［７］の発明では、前記滑り性をより向上させることができて、包装材の成形時の成形
性をさらに向上させることができる。
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【００３６】
　［８］の発明では、前記滑り性をより向上させることができて、成形時の成形性をさら
に向上させることができる。
【００３７】
　［９］の発明では、前記滑り性をより向上させることができて、包装材の成形時の成形
性をさらに向上させることができる。
【００３８】
　［１０］の発明では、前記滑り性をより向上させることができて、成形時の成形性をさ
らに向上させることができる。
【００３９】
　［１１］の発明では、良好な成形がなされた蓄電デバイス用外装ケースを提供できる。
【００４０】
　［１２］の発明では、良好な成形がなされた外装ケースを用いて構成された蓄電デバイ
スを提供できる。
【００４１】
　［１３］の発明（製造方法）で得られた成形用包装材では、熱融着性樹脂、熱可塑性樹
脂含有粗面化材、スリップ剤およびフッ素ポリマー系滑剤を含有する樹脂組成物からなる
最内層の内側表面にフッ素ポリマー系滑剤を５０質量％より大きい含有率で含有する第１
滑性層が形成され、さらに前記第１滑性層の内側表面にスリップ剤を５０質量％より大き
い含有率で含有する第２滑性層が形成された構成になっているので、包装材の成形時にお
ける包装材の内側表面と成形金型表面との滑り性が向上し、深絞り成形、張り出し成形等
の成形時の成形性を向上させることができると共に、包装材の表面に白粉が表出し難い。
【００４２】
　更に、本発明の製法で得られた成形用包装材をロール状に巻いた際に熱融着性樹脂層の
最内層の表面が基材層の表面と接触するが、熱融着性樹脂層の最内層の表面が粗面化され
ているので、最内層の表面と基材層の表面とが接触する面積が小さいものとなり、基材層
表面へのスリップ剤の転写量（熱融着性樹脂層の最内層の表面からのスリップ剤の転写の
量）が少なくなり、従って蓄電デバイス（電池等）を電子機器等の内部に固定するための
粘着テープの基材層表面への粘着強度が十分に得られると共に、蓄電デバイス（電池等）
を包装している包装材の表面（基材層の表面）に製品名、ロット番号等の記載事項を印字
した際に印字が剥がれ難いという有利な効果を奏する。
【００４３】
　［１４］の発明では、エージングの加熱温度が３０℃～５０℃であるから、上記第２滑
性層を確実に形成できると共に、包装材の表面における白粉表出を十分に防止できる。中
でも、前記エージングの加熱温度を３５℃～４５℃に設定するのが好ましい。
【００４４】
　［１５］の発明では、前記樹脂組成物を溶融押出製膜することにより前記最内層の層形
成を行うから、上記第１滑性層を確実に形成できると共に、包装材の表面における白粉表
出を十分に防止できる。
【００４５】
　［１６］の発明では、前記樹脂組成物および溶剤を含有した塗布溶液を塗布して乾燥さ
せることによって前記最内層の層形成を行うから、上記第１滑性層を確実に形成できると
共に、包装材の表面における白粉表出を十分に防止できる。
【００４６】
　なお、［１５］と［１６］の発明では、フッ素ポリマー系滑剤の含有率のより高い且つ
均一な第１滑性層を確実に形成できて、成形性をより一層向上させることができる点で、
［１５］の発明（製造方法）を採用するのが好適である。
【図面の簡単な説明】
【００４７】
【図１】本発明に係る成形用包装材の第１実施形態を示す断面図である。
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【図２】本発明に係る成形用包装材の第２実施形態を示す断面図である。
【図３】本発明に係る成形用包装材の第３実施形態を示す断面図である。
【図４】本発明に係る蓄電デバイスの一実施形態を示す断面図である。
【図５】図４の蓄電デバイスを構成する外装材（平面状のもの）、蓄電デバイス本体部及
び外装ケース（立体形状に成形された成形体）をヒートシールする前の分離した状態で示
す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００４８】
　本発明に係る成形用包装材１は、外側層としての基材層２と、内側層としての熱融着性
樹脂層３と、これら両層間に配置された金属箔層４と、を含み、前記熱融着性樹脂層３は
、単層または複数層からなり、前記熱融着性樹脂層３の最内層７が、熱融着性樹脂、粗面
化材、スリップ剤およびフッ素ポリマー系滑剤を含有する樹脂組成物からなり、前記粗面
化材は、熱可塑性樹脂を含有してなる構成である（図１～３参照）。
【００４９】
　本発明に係る成形用包装材１について３つの実施形態をそれぞれ図１～３に示す。これ
ら３つの実施形態は、代表的な実施形態を示したものに過ぎず、特にこのような構成に限
定されるものではない。
【００５０】
  図１～３に示す成形用包装材１は、リチウムイオン２次電池ケース用として用いられる
ものである。前記成形用包装材１は、例えば、深絞り成形、張り出し成形等の成形に供さ
れて２次電池のケース等として用いられる。
【００５１】
  図１～３に示す実施形態では、前記成形用包装材１は、金属箔層４の一方の面に内側接
着剤層６を介して熱融着性樹脂層（内側層）３が積層一体化されると共に、前記金属箔層
４の他方の面に外側接着剤層５を介して基材層（外側層）２が積層一体化された構成から
なる。
【００５２】
  そして、図１に示す第１実施形態では、前記熱融着性樹脂層（内側層）３は、該内側層
３の最内層７を構成する第１熱融着性樹脂層および該第１熱融着性樹脂層７における前記
金属箔層４側の面に積層された第２熱融着性樹脂層８からなる構成（２層積層構成）であ
る。前記第１熱融着性樹脂層（最内層）７の内側表面７ａに、フッ素ポリマー系滑剤を５
０質量％より大きい含有率で含有する第１滑性層１１が積層され、さらに該第１滑性層１
１の内側表面１１ａに、スリップ剤を５０質量％より大きい含有率で含有する第２滑性層
１２が積層されている（図１参照）。また、前記基材層（外側層）２の外側表面２ａに、
スリップ剤を含有する第３滑性層１３が積層されている（図１参照）。
【００５３】
　また、図２に示す第２実施形態では、前記熱融着性樹脂層（内側層）３は、該内側層３
の最内層７を構成する第１熱融着性樹脂層と、該第１熱融着性樹脂層７における前記金属
箔層４側の面に積層された第２熱融着性樹脂層８と、該第２熱融着性樹脂層８における前
記金属箔層４側の面に積層された第３熱融着性樹脂層９と、からなる３層積層構成である
。前記第１熱融着性樹脂層（最内層）７の内側表面７ａに、フッ素ポリマー系滑剤を５０
質量％より大きい含有率で含有する第１滑性層１１が積層され、さらに該第１滑性層１１
の内側表面１１ａに、スリップ剤を５０質量％より大きい含有率で含有する第２滑性層１
２が積層されている（図２参照）。また、前記基材層（外側層）２の外側表面２ａに、ス
リップ剤を含有する第３滑性層１３が積層されている（図２参照）。
【００５４】
　また、図３に示す第３実施形態では、前記熱融着性樹脂層（内側層）３は、第１熱融着
性樹脂層（最内層）７のみからなる単層構成である。前記同様に、前記第１熱融着性樹脂
層（最内層）７の内側表面７ａに、フッ素ポリマー系滑剤を５０質量％より大きい含有率
で含有する第１滑性層１１が積層され、さらに該第１滑性層１１の内側表面１１ａに、ス
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リップ剤を５０質量％より大きい含有率で含有する第２滑性層１２が積層されている（図
３参照）。また、前記基材層（外側層）２の外側表面２ａに、スリップ剤を含有する第３
滑性層１３が積層されている（図３参照）。
【００５５】
  本発明において、前記熱融着性樹脂層（内側層；シーラント層）３は、リチウムイオン
二次電池等で用いられる腐食性の強い電解液等に対しても優れた耐薬品性を具備させると
共に、包装材にヒートシール性を付与する役割を担うものである。
【００５６】
　前記熱融着性樹脂層３（第１熱融着性樹脂層７、第２熱融着性樹脂層８および第３熱融
着性樹脂層９を含む）を構成する樹脂としては、特に限定されるものではないが、ポリエ
チレン、ポリプロピレン、オレフィン系共重合体およびアイオノマーからなる群より選ば
れた少なくとも１種の熱融着性樹脂を用いるのが好ましい。なお、前記熱融着性樹脂層３
を構成する樹脂として、酸変性ポリオレフィン樹脂を使用するのは、経済性の観点から、
好ましくない。即ち、前記熱融着性樹脂層３を構成する樹脂として、酸変性されていない
ポリオレフィン樹脂を用いるのが好ましい。
【００５７】
  そして、第１実施形態のように熱融着性樹脂層（内側層）３として２層積層構成を採用
する場合には、前記第１熱融着性樹脂層（最内層）７を構成する熱融着性樹脂として、共
重合成分として「プロピレン」及び「プロピレンを除く他の共重合成分」を含有するラン
ダム共重合体を用いると共に、前記第２熱融着性樹脂層８を構成する熱融着性樹脂として
、共重合成分として「プロピレン」及び「プロピレンを除く他の共重合成分」を含有する
ブロック共重合体を用いるのが好ましい。
【００５８】
  また、第２実施形態のように熱融着性樹脂層（内側層）３として３層積層構成を採用す
る場合には、前記第１熱融着性樹脂層（最内層）７および前記第３熱融着性樹脂層９を構
成する熱融着性樹脂として、共重合成分として「プロピレン」及び「プロピレンを除く他
の共重合成分」を含有するランダム共重合体を用いると共に、前記第２熱融着性樹脂層８
を構成する熱融着性樹脂として、共重合成分として「プロピレン」及び「プロピレンを除
く他の共重合成分」を含有するブロック共重合体を用いるのが好ましい。なお、前記熱融
着性樹脂層３として３層積層構成を採用する場合において前記第３熱融着性樹脂層９にも
フッ素ポリマー系滑剤を含有せしめてもよいが、ラミネート強度が低下する懸念があるの
で、前記第３熱融着性樹脂層９にはフッ素ポリマー系滑剤を含有せしめない構成か、又は
含有せしめてもフッ素ポリマー系滑剤の含有率を１０００ｐｐｍ未満に設定するのが好ま
しい。
【００５９】
  また、第３実施形態のように熱融着性樹脂層（内側層）３として単層構成を採用する場
合には、前記第１熱融着性樹脂層（最内層）７を構成する熱融着性樹脂としては、共重合
成分として「プロピレン」及び「プロピレンを除く他の共重合成分」を含有するランダム
共重合体を用いるのが好ましい。
【００６０】
　前記ランダム共重合体に関して、前記「プロピレンを除く他の共重合成分」としては、
特に限定されるものではないが、例えば、エチレン、１－ブテン、１－ヘキセン、１－ペ
ンテン、４メチル－１－ペンテン等のオレフィン成分の他、ブタジエン等が挙げられる。
また、前記ブロック共重合体に関して、前記「プロピレンを除く他の共重合成分」として
は、特に限定されるものではないが、例えば、エチレン、１－ブテン、１－ヘキセン、１
－ペンテン、４メチル－１－ペンテン等のオレフィン成分の他、ブタジエン等が挙げられ
る。
【００６１】
  そして、上記構成に係る成形用包装材１では、前記熱融着性樹脂層３の最内層７が、熱
融着性樹脂、熱可塑性樹脂含有粗面化材、スリップ剤およびフッ素ポリマー系滑剤を含有
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する樹脂組成物からなり、前記第１熱融着性樹脂層（最内層）７の内側表面７ａに、フッ
素ポリマー系滑剤を５０質量％より大きい含有率で含有する第１滑性層１１が積層され、
さらに該第１滑性層１１の内側表面１１ａに、スリップ剤を５０質量％より大きい含有率
で含有する第２滑性層１２が積層された構成であるので、包装材１の成形時における包装
材１の内側表面と成形金型表面との滑り性が向上し、深絞り成形、張り出し成形等の成形
時の成形性を向上させることができる（より深い成形を良好に行うことができる）。更に
、前記基材層（外側層）２の外側表面２ａに、スリップ剤を含有する第３滑性層１３が積
層されているので、前記成形性をさらに向上させることができる。
【００６２】
  前記粗面化材としては、特に限定されるものではないが、例えば、熱可塑性樹脂含有ペ
レット、熱可塑性樹脂含有パウダー等が使用される。これらの中でも、分散性の点で、熱
可塑性樹脂含有パウダーが好適である。前記粗面化材を構成する熱可塑性樹脂としては、
特に限定されるものではないが、例えば、ポリエチレン樹脂（高密度ポリエチレン樹脂、
低密度ポリエチレン樹脂等）、ポリプロピレン樹脂、エチレン－オレフィン（エチレンを
除くオレフィン）共重合樹脂、エチレン－ビニルエステル共重合樹脂などのオレフィン系
樹脂の他、ポリスチレン系樹脂等が挙げられる。中でも、前記粗面化材としては、高密度
ポリエチレン樹脂を含有してなる粗面化材を用いるのが好ましく、この場合にはヒートシ
ール性を損なうことなく、熱融着性樹脂層の最内層７の表面７ａを効果的に粗面化できて
滑り性をより向上させることができる。
【００６３】
  前記最内層７を構成する前記熱融着性樹脂のマトリックス中に該マトリックスに対して
相溶性が低い前記粗面化材が分散された状態で前記最内層７の表面７ａに前記粗面化材が
一部露出（突出）した状態になっていることにより表面７ａに凹凸が形成される（表面が
粗面化される）。例えば、前記熱融着性樹脂のペレットまたはパウダーに、粗面化材とし
ての熱可塑性樹脂ペレットまたは熱可塑性樹脂パウダーを混合し、この混合物を押出機等
で溶融混練して微細に分散させた後、冷却固化することによって前記最内層７の表面７ａ
に凹凸が形成されたもの（表面が粗面化されたもの）が得られる。
【００６４】
  前記粗面化材の分散状態での平均径（長径の平均値）は、０．０５μｍ～１０μｍの範
囲であるのが好ましく、この場合には滑り性をさらに向上させることができる。
【００６５】
　前記粗面化材を構成する高密度ポリエチレン樹脂（ＨＤＰＥ）の密度は、０．９３５ｇ
／ｃｍ3～０．９６５ｇ／ｃｍ3の範囲であるのが好ましい。このような密度範囲である場
合には、滑り性をより向上させることができて成形性をさらに向上させることができる。
中でも、前記粗面化材を構成する高密度ポリエチレン樹脂（ＨＤＰＥ）の密度は、０．９
４５ｇ／ｃｍ3～０．９６０ｇ／ｃｍ3の範囲であるのがより好ましい。
【００６６】
  前記高密度ポリエチレン樹脂の密度は、コモノマー（共重合成分）の含有率を変えるこ
とで調整できる。このようなコモノマーとしては、１－ブテン、１－ヘキセン、１－オク
テン、４－メチル－１－ペンテン等のエチレン以外の不飽和オレフィンを挙げることがで
きるが、特にこれらに限定されるものではない。前記コモノマーとしては、１－ブテン及
び１－ヘキセンからなる群より選ばれる少なくとも１種のコモノマーを用いるのが好まし
い。
【００６７】
　前記粗面化材を構成する高密度ポリエチレン樹脂の１９０℃でのメルトフローレート（
ＭＦＲ）が、０．０１ｇ／１０分～２ｇ／１０分の範囲であるのが好ましい。ＭＦＲが「
０．０１ｇ／１０分」以上であることで、粗面化材を前記熱融着性樹脂に微細にかつ均一
に分散させることができると共に、ＭＦＲが「２ｇ／１０分」以下であることで表面の荒
れを増大させることができて滑り性をより向上させることができる。中でも、前記粗面化
材を構成する高密度ポリエチレン樹脂（ＨＤＰＥ）の１９０℃でのメルトフローレート（
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ＭＦＲ）が０．１ｇ／１０分～１ｇ／１０分の範囲であるのが特に好ましい。
【００６８】
  前記高密度ポリエチレン樹脂のメルトフローレート（ＭＦＲ）は、例えば次のようにし
て調整できる。前記高密度ポリエチレン樹脂をフィリップス触媒を用いて製造するもので
は、重合する際にリアクター温度を変更することで高密度ポリエチレン樹脂のＭＦＲを調
整できるし、或いは微量の水素を添加した上でリアクター温度を変更することで高密度ポ
リエチレン樹脂のＭＦＲを調整できる。また、前記高密度ポリエチレン樹脂をチーグラー
触媒を用いて製造するものでは、重合する際にリアクターに供給する水素量を変更するこ
とで高密度ポリエチレン樹脂のＭＦＲを調整できる。前記フィリップス触媒を用いる場合
には溶媒としてイソブタンを用いてスラリー重合により前記高密度ポリエチレン樹脂を製
造できるが、特にこのような手法に限定されるものではない。
【００６９】
　前記粗面化材を構成する高密度ポリエチレン樹脂の融点は、１３０℃～１４５℃の範囲
であるのが好ましい。また、高密度ポリエチレン樹脂は、長鎖（炭素数が１０以上）であ
る分岐を有するものであるのが好ましい。長鎖である分岐を有する高密度ポリエチレン樹
脂を用いた場合には、前記熱融着性樹脂に粗面化材を溶融混練させる際に、溶融した粗面
化材（熱可塑性樹脂）を微分散した粒子を形成しやすいので、熱融着性樹脂層３の最内層
の表面７ａをより効果的に粗面化できて滑り性をさらに向上させることができる。
【００７０】
　前記粗面化材を構成する高密度ポリエチレン樹脂のスウェルは、２５％～５５％の範囲
であるのが好ましく、この場合には粗面化材を構成する樹脂の溶融粘弾性が比較的高いた
め高密度ポリエチレン樹脂の粒子を形成しやすく、最内層の表面７ａをより効果的に粗面
化できて滑り性をさらに向上させることができる。中でも、前記粗面化材を構成する高密
度ポリエチレン樹脂のスウェルは、３５％～４５％の範囲であるのがより好ましい。
【００７１】
　なお、前記「スウェル」は、ＪＩＳ　Ｋ７１１９－２００１で規定されるキャピラリレ
オメターＡ法による室温ダイスウェルパーセント（％）を意味するものであり、ＪＩＳ　
Ｋ７２１０－１－２０１４で規定される標準ダイ（孔径：２．０９５ｍｍ、長さ：８ｍｍ
）を使用して、温度１９０℃、荷重２．１６ｋｇにおける、キャピラリダイから押し出さ
れる樹脂のストランド（ひも状の樹脂）が長さ２ｃｍになった時にストランドをピンセッ
トで採取し、自然冷却固化した後に、先端から１ｃｍ部分のストランドの直径をマイクロ
メーターで測定し、この測定値をＤ1（ｍｍ）としたとき、
　　スウェル（％）＝｛（Ｄ1－Ｄ0）／Ｄ0）｝×１００
　　　　　Ｄ1：押出樹脂の直径
　　　　　Ｄ0：標準ダイ孔径（２．０９５ｍｍ）
上記計算式で求められる値（％）である。
【００７２】
　前記粗面化材を構成する高密度ポリエチレン樹脂のハイロードスウェル（荷重が２１．
６ｋｇの時のスウェル）は、５５％～９０％の範囲であるのが好ましく、この場合には粗
面化材を構成する樹脂の溶融粘弾性が比較的高いため高密度ポリエチレン樹脂の粒子を形
成しやすく、最内層の表面７ａをより効果的に粗面化できて滑り性をさらに向上させるこ
とができる。
【００７３】
　なお、前記ハイロードスウェルは、ＪＩＳ　Ｋ７１１９－２００１に準拠して、ＪＩＳ
　Ｋ７２１０－１－２０１４で規定される標準ダイ（孔径：２．０９５ｍｍ、長さ：８ｍ
ｍ）を使用して、温度１９０℃、荷重２１．６ｋｇにおける、キャピラリダイから押し出
される樹脂のストランド（ひも状の樹脂）が長さ２ｃｍになった時にストランドをピンセ
ットで採取し、自然冷却固化した後に、先端から１ｃｍ部分のストランドの直径をマイク
ロメーターで測定し、この測定値をＤ2（ｍｍ）としたとき、
　　ハイロードスウェル（％）＝｛（Ｄ2－Ｄ0）／Ｄ0）｝×１００
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　　　　　Ｄ2：押出樹脂の直径
　　　　　Ｄ0：標準ダイ孔径（２．０９５ｍｍ）
上記計算式で求められる値である。
【００７４】
　前記粗面化材を構成する高密度ポリエチレン樹脂の「ハイロードＭＦＲ（荷重２１．６
ｋｇでのＭＦＲ）／ＭＦＲ（荷重２．１６ｋｇでのＭＦＲ）」は、２５～４０の範囲であ
るのが好ましく、この場合には前記ランダム共重合体と粗面化材との相溶性をある程度確
保できて、成形時のシーラント層３の白化を一層抑制することができる。
【００７５】
　前記粗面化材の溶融密度と前記粗面化材の密度との差は、０．１５ｇ／ｃｍ3～０．２
５ｇ／ｃｍ3の範囲であるのが好ましく、この場合には混合樹脂が溶融状態から冷却固化
する過程で粗面化材の体積収縮率が大きくなるので前記最内層７の表面７ａを効率的に粗
すことができて前記最内層７の表面７ａの中心線平均粗さＲａを０．０５μｍ～１μｍに
容易に調整できる。
【００７６】
　前記熱融着性樹脂層３の最内層７において、前記ランダム共重合体（共重合成分として
プロピレン及びプロピレンを除く他の共重合成分を含有するランダム共重合体）の密度と
、前記粗面化材の密度との差は、０．０４ｇ／ｃｍ3～０．０７ｇ／ｃｍ3の範囲であるの
が好ましく、この場合には溶融状態での混合樹脂が冷却固化する過程で前記ランダム共重
合体と粗面化材との体積収縮率の差が大きくなるので、前記最内層７の表面７ａの凹凸が
大きくなり最内層の表面７ａをより効果的に粗面化できて滑り性をさらに向上させること
ができる。
【００７７】
　また、前記ランダム共重合体（共重合成分としてプロピレン及びプロピレンを除く他の
共重合成分を含有するランダム共重合体）の溶融密度と、前記粗面化材の溶融密度との差
は０．３ｇ／ｃｍ3以下であるのが好ましい。
【００７８】
　前記熱融着性樹脂層３の最内層７における粗面化材の含有率は１質量％～３０質量％に
設定されるのが好ましく、この場合には前記最内層７における滑剤の含有率が１０００ｐ
ｐｍ以下であっても優れた成形性を確保できるものとなる。また、このように最内層７に
おける滑剤の含有率が０ｐｐｍを超えて１０００ｐｐｍ以下であることにより、外装材の
熱融着性樹脂層の最内層７の表面７ａに白粉がさらに表出し難いものとなる。中でも、前
記最内層７における粗面化材の含有率は、１質量％～２０質量％に設定されるのが特に好
ましい。
【００７９】
　前記スリップ剤としては、特に限定されるものではないが、脂肪酸アミドが好適に用い
られる。前記脂肪酸アミドとしては、特に限定されるものではないが、例えば、飽和脂肪
酸アミド、不飽和脂肪酸アミド、置換アミド、メチロールアミド、飽和脂肪酸ビスアミド
、不飽和脂肪酸ビスアミド、脂肪酸エステルアミド、芳香族系ビスアミド等が挙げられる
。
【００８０】
　前記飽和脂肪酸アミドとしては、特に限定されるものではないが、例えば、ラウリン酸
アミド、パルチミン酸アミド、ステアリン酸アミド、ベヘン酸アミド、ヒドロキシステア
リン酸アミド等が挙げられる。前記不飽和脂肪酸アミドとしては、特に限定されるもので
はないが、例えば、オレイン酸アミド、エルカ酸アミド等が挙げられる。
【００８１】
　前記置換アミドとしては、特に限定されるものではないが、例えば、Ｎ－オレイルパル
チミン酸アミド、Ｎ－ステアリルステアリン酸アミド、Ｎ－ステアリルオレイン酸アミド
、Ｎ－オレイルステアリン酸アミド、Ｎ－ステアリルエルカ酸アミド等が挙げられる。ま
た、前記メチロールアミドとしては、特に限定されるものではないが、例えば、メチロー
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ルステアリン酸アミド等が挙げられる。
【００８２】
　前記飽和脂肪酸ビスアミドとしては、特に限定されるものではないが、例えば、メチレ
ンビスステアリン酸アミド、エチレンビスカプリン酸アミド、エチレンビスラウリン酸ア
ミド、エチレンビスステアリン酸アミド、エチレンビスヒドロキシステアリン酸アミド、
エチレンビスベヘン酸アミド、ヘキサメチレンビスステアリン酸アミド、ヘキサメチレン
ビスベヘン酸アミド、ヘキサメチレンヒドロキシステアリン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ジステ
アリルアジピン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ジステアリルセバシン酸アミド等が挙げられる。
【００８３】
　前記不飽和脂肪酸ビスアミドとしては、特に限定されるものではないが、例えば、エチ
レンビスオレイン酸アミド、エチレンビスエルカ酸アミド、ヘキサメチレンビスオレイン
酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ジオレイルセバシン酸アミド等が挙げられる。
【００８４】
　前記脂肪酸エステルアミドとしては、特に限定されるものではないが、例えば、ステア
ロアミドエチルステアレート等が挙げられる。前記芳香族系ビスアミドとしては、特に限
定されるものではないが、例えば、ｍ－キシリレンビスステアリン酸アミド、ｍ－キシリ
レンビスヒドロキシステアリン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－システアリルイソフタル酸アミド等
が挙げられる。
【００８５】
  前記スリップ剤としては、前記脂肪酸アミドを複数種類併用してもよい。中でも、エチ
レンビスステアリン酸アミドと、エルカ酸アミド及びベヘン酸アミドからなる群より選ば
れる少なくとも１種の脂肪酸アミドと、を併用するのが好ましい。
【００８６】
　前記最内層７における前記スリップ剤の濃度（含有率）は、１００ｐｐｍ～３０００ｐ
ｐｍに設定されるのが好ましく、中でも５００ｐｐｍ～１５００ｐｐｍに設定されるのが
特に好ましい。
【００８７】
　なお、前記熱融着性樹脂層３として上述した２層積層構成（図１参照）を採用する場合
において、前記第２熱融着性樹脂層８にもスリップ剤を含有せしめるのが好ましい。この
場合、前記第２熱融着性樹脂層８にスリップ剤を１００ｐｐｍ～５０００ｐｐｍの含有率
で含有せしめるのが好ましく、中でも５００ｐｐｍ～３０００ｐｐｍの含有率で含有せし
めるのが特に好ましい。
【００８８】
　また、前記熱融着性樹脂層３として上述した３層積層構成（図２参照）を採用する場合
において、前記第３熱融着性樹脂層９にもスリップ剤を含有せしめてもよいが、ラミネー
ト強度が低下する懸念があるので、前記第３熱融着性樹脂層９にはスリップ剤を含有せし
めない構成か、又は含有せしめてもスリップ剤の含有率を２０００ｐｐｍ未満に設定する
のが好ましい。
【００８９】
  前記フッ素ポリマー系滑剤は、滑り性を付与し得るフッ素含有ポリマー（分子中に１な
いし複数個のフッ素原子を有するポリマー）であり、例えば、フッ素エラストマー、フッ
素樹脂（エラストマーを含まない）等が挙げられる。このようなフッ素ポリマー系滑剤を
前記最内層７に含有せしめることにより、該フッ素ポリマー系滑剤は前記スリップ剤との
相互作用が少なく、最内層７の表面７ａに滑性層を形成し得て動摩擦係数を低減できるの
で、深絞り成形等の成形時の成形性を大きく向上させることができる（より深い成形を行
っても良好な成形体を得ることができる）。また、前記フッ素ポリマー系滑剤を最内層７
に含有せしめることにより、最内層７の表面７ａの表面荒れを抑制できる。
【００９０】
  前記フッ素エラストマーとしては、特に限定されるものではないが、例えば、フッ素含
有モノマーの共重合体などが挙げられる。前記フッ素含有モノマーの共重合体としては、
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特に限定されるものではないが、例えば、ビニリデンフルオライド－ヘキサフルオロプロ
ピレン共重合体、テトラフルオロエチレン－プロピレン共重合体、テトラフルオロエチレ
ン－ビニリデンフルオライド－ヘキサフルオロプロピレン共重合体等が挙げられる。前記
例示した共重合体は、Ｔｇが－３５℃～－５℃の範囲にあって、融点を示さないポリマー
である。中でも、ビニリデンフルオライド－ヘキサフルオロプロピレン共重合体を用いる
のが好ましい。この場合、ビニリデンフルオライド－ヘキサフルオロプロピレン共重合体
にポリエチレングリコールを配合してもよく、この時、ビニリデンフルオライド－ヘキサ
フルオロプロピレン共重合体１００質量部に対してポリエチレングリコールの配合量を１
質量部～７０質量部に設定するのが好ましく、中でも５質量部～６５質量部に設定するの
がより好ましい。前記フッ素エラストマーに、例えば、無機系の粘着防止剤等を配合して
もよい。前記無機系の粘着防止剤としては、特に限定されるものではないが、例えば、タ
ルク、アモルファスシリカ、カオリン（ケイ酸アルミニウム）、炭酸カルシウム等が挙げ
られる。前記フッ素エラストマーとして、例えば、ビニリデンフルオライド－ヘキサフル
オロプロピレン共重合体を含有するスリーエム社製のダイナマー（商標）「ＦＸ５９２０
Ａ」、ダイナマー（商標）「ＦＸ９６１３」を挙げることができる。
【００９１】
　前記フッ素樹脂（エラストマーは含まない）としては、融点を有する（融点を示す結晶
性の）フッ素樹脂を用いるのが好ましい。融点を有するフッ素樹脂としては、特に限定さ
れるものではないが、例えば、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、テトラフルオ
ロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体（ＰＦＡ）、テトラフルオロ
エチレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体（ＦＥＰ）、テトラフルオロエチレン－ヘ
キサフルオロプロピレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体（ＥＰＡ）、テ
トラフルオロエチレン－エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）、ポリクロロトリフルオロエチレ
ン（ＰＣＴＦＥ）、ポリビニリデンフルオライド（ＰＶＤＦ）、テトラフルオロエチレン
－プロピレン共重合体（ＴＦＥ／Ｐ）、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピ
レン－ビニリデンフルオライド共重合体（ＴＨＶ）等が挙げられる。上記融点を有するフ
ッ素樹脂は、前記フッ素エラストマーと比較して、耐熱性に優れている上に、前記スリッ
プ剤（脂肪酸アミド等）との相互作用（反応）がより少ないという利点がある。
【００９２】
　前記フッ素樹脂（エラストマーは含まない）としては、融点が１００℃～３００℃の範
囲内のものを用いるのが好ましい。融点が１００℃以上であることで、樹脂組成物におけ
るフッ素樹脂（フッ素ポリマー系滑剤）の分散性を向上させることができる。融点が３０
０℃以下であることで（成形温度を高くする必要がなく）加工性を向上できる。中でも、
前記フッ素樹脂（エラストマーは含まない）としては、融点が１１０℃～２３０℃の範囲
内のものを用いるのが特に好ましい。前記例示したフッ素樹脂の中で、融点が１００℃～
３００℃のものは、ＦＥＰ、ＰＣＴＦＥ、ＥＴＦＥ、ＰＶＤＦ、ＴＦＥ／Ｐ、ＴＨＶ等で
ある。また、融点が１１０℃～２３０℃であるものは、ＰＶＤＦ、ＴＦＥ／Ｐ、ＴＨＶ等
である。これらの中でも、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン－ビニリ
デンフルオライド共重合体（ＴＨＶ）が最適である。
【００９３】
　なお、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン－ビニリデンフルオライド
共重合体は、「フッ素エラストマー」に該当するものと「融点を有するフッ素樹脂」に該
当するものと両方あるが、成形性をより向上できる点で、後者に該当するもの（即ち融点
を有するテトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン－ビニリデンフルオライド
共重合体）を用いるのが特に好ましい。前記融点を有するテトラフルオロエチレン－ヘキ
サフルオロプロピレン－ビニリデンフルオライド共重合体として、スリーエム社製のダイ
ナマー（商標）「ＦＸ５９１１」を挙げることができる。
【００９４】
　前記フッ素ポリマー系滑剤としては、前記フッ素エラストマー滑剤と前記フッ素樹脂滑
剤（エラストマーを含まない）を併用してもよい（混合して使用してもよい）。
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【００９５】
  前記フッ素ポリマー系滑剤におけるフッ素（Ｆ原子）の含有率は、５０質量％以上であ
るのが好ましい。５０質量％以上であることで耐熱性をより向上できるし、最内層の表面
７ａに一層ブリードしやすくできる。中でも、前記フッ素ポリマー系滑剤におけるフッ素
（Ｆ原子）の含有率は、６０質量％～８０質量％であるのがより好ましく、さらに６６質
量％～７６質量％であるのが特に好ましい。
【００９６】
　前記最内層７における前記フッ素ポリマー系滑剤の濃度（含有率）は、５ｐｐｍ～５０
００ｐｐｍに設定されるのが好ましい。５ｐｐｍ以上であることで成形性を十分に向上さ
せることができると共に、５０００ｐｐｍ以下であることで最内層７の均一な押出成形（
フィルム成形）が可能となる。中でも、前記最内層７における前記フッ素ポリマー系滑剤
の濃度（含有率）は、５０ｐｐｍ～３０００ｐｐｍに設定されるのがより好ましく、１０
０ｐｐｍ～１５００ｐｐｍに設定されるのが特に好ましく、２００ｐｐｍ～１２００ｐｐ
ｍに設定されるのが最も好適である。なお、前記フッ素ポリマー系滑剤を配合して前記最
内層７の樹脂組成物を得る際には、該フッ素ポリマー系滑剤をポリオレフィン樹脂等の樹
脂に混合してなるマスターバッチにしておいて、該マスターバッチを配合して前記最内層
７の樹脂組成物を得るようにしてもよい。
【００９７】
　前記最内層７を構成する樹脂組成物には、アンチブロッキング剤（粒子）を更に添加し
てもよい。前記アンチブロッキング剤としては、特に限定されるものではないが、例えば
、無機粒子、樹脂粒子等が挙げられる。前記無機粒子としては、特に限定されるものでは
ないが、例えば、シリカ粒子、ケイ酸アルミニウム粒子等が挙げられる。前記樹脂粒子と
しては、特に限定されるものではないが、例えば、アクリル樹脂粒子、ポリオレフィン樹
脂粒子（ポリエチレン樹脂粒子、ポリプロピレン樹脂粒子）、ポリスチレン樹脂粒子等が
挙げられる。アンチブロッキング剤を更に添加することによって、熱融着性樹脂層３の最
内層７の表面７ａにおいて粗面化材により形成される凹凸面に前記アンチブロッキング剤
の粒子径に応じた微細な突起（微細凹凸）を形成できるので、より高い粗面化効果が得ら
れる。
【００９８】
　前記アンチブロッキング剤の粒子径は、平均粒子径で０．１μｍ～１０μｍの範囲にあ
るのが好ましく、中でも平均粒子径で１μｍ～５μｍの範囲にあるのがより好ましい。
【００９９】
　前記最内層７における前記アンチブロッキング剤の濃度（含有率）は、１００ｐｐｍ～
５００００ｐｐｍに設定されるのが好ましく、中でも５００ｐｐｍ～１５０００ｐｐｍに
設定されるのが特に好ましい。
【０１００】
　本発明において、前記基材層（外側層）２は、耐熱性樹脂層で形成されているのが好ま
しい。前記耐熱性樹脂層２を構成する耐熱性樹脂としては、包装材をヒートシールする際
のヒートシール温度で溶融しない耐熱性樹脂を用いる。前記耐熱性樹脂としては、熱融着
性樹脂層３の融点（熱融着性樹脂層が複数層からなる場合には最も高い融点を有する層の
融点）より１０℃以上高い融点を有する耐熱性樹脂を用いるのが好ましく、熱融着性樹脂
層３の融点（熱融着性樹脂層が複数層からなる場合には最も高い融点を有する層の融点）
より２０℃以上高い融点を有する耐熱性樹脂を用いるのが特に好ましい。
【０１０１】
　前記耐熱性樹脂層（外側層）２としては、特に限定されるものではないが、例えば、ナ
イロンフィルム等のポリアミドフィルム、ポリエステルフィルム等が挙げられ、これらの
延伸フィルムが好ましく用いられる。中でも、前記耐熱性樹脂層２としては、二軸延伸ナ
イロンフィルム等の二軸延伸ポリアミドフィルム、二軸延伸ポリブチレンテレフタレート
（ＰＢＴ）フィルム、二軸延伸ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム又は二軸
延伸ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）フィルムを用いるのが特に好ましい。前記ナイ
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ロンフィルムとしては、特に限定されるものではないが、例えば、６ナイロンフィルム、
６，６ナイロンフィルム、ＭＸＤナイロンフィルム等が挙げられる。なお、前記耐熱性樹
脂層２は、単層で形成されていても良いし、或いは、例えばポリエステルフィルム／ポリ
アミドフィルムからなる複層（ＰＥＴフィルム／ナイロンフィルムからなる複層等）で形
成されていても良い。
【０１０２】
　前記耐熱性樹脂層（外側層）２の厚さは、２μｍ～５０μｍであるのが好ましい。ポリ
エステルフィルムを用いる場合には厚さは２μｍ～５０μｍであるのが好ましく、ナイロ
ンフィルムを用いる場合には厚さは７μｍ～５０μｍであるのが好ましい。上記好適下限
値以上に設定することで包装材として十分な強度を確保できると共に、上記好適上限値以
下に設定することで張り出し成形、絞り成形等の成形時の応力を小さくできて成形性を向
上させることができる。
【０１０３】
　前記金属箔層４は、包装材１に酸素や水分の侵入を阻止するガスバリア性を付与する役
割を担うものである。前記金属箔層４としては、特に限定されるものではないが、例えば
、アルミニウム箔、ＳＵＳ箔（ステンレス箔）、銅箔等が挙げられ、中でも、アルミニウ
ム箔、ＳＵＳ箔（ステンレス箔）を用いるのが好ましい。前記金属箔層４の厚さは、５μ
ｍ～１２０μｍであるのが好ましい。５μｍ以上であることで金属箔を製造する際の圧延
時のピンホール発生を防止できると共に、１２０μｍ以下であることで張り出し成形、絞
り成形等の成形時の応力を小さくできて成形性を向上させることができる。中でも、前記
金属箔層４の厚さは、１０μｍ～８０μｍであるのがより好ましい。
【０１０４】
　前記金属箔層４は、少なくとも内側の面（内側層３側の面）に、化成処理が施されてい
るのが好ましい。このような化成処理が施されていることによって内容物（電池の電解液
等）による金属箔表面の腐食を十分に防止できる。例えば次のような処理をすることによ
って金属箔に化成処理を施す。即ち、例えば、脱脂処理を行った金属箔の表面に、
１）リン酸と、
　クロム酸と、
　フッ化物の金属塩及びフッ化物の非金属塩からなる群より選ばれる少なくとも１種の化
合物と、を含む混合物の水溶液
２）リン酸と、
　アクリル系樹脂、キトサン誘導体樹脂及びフェノール系樹脂からなる群より選ばれる少
なくとも１種の樹脂と、
　クロム酸及びクロム（III）塩からなる群より選ばれる少なくとも１種の化合物と、を
含む混合物の水溶液
３）リン酸と、
　アクリル系樹脂、キトサン誘導体樹脂及びフェノール系樹脂からなる群より選ばれる少
なくとも１種の樹脂と、
　クロム酸及びクロム（III）塩からなる群より選ばれる少なくとも１種の化合物と、
　フッ化物の金属塩及びフッ化物の非金属塩からなる群より選ばれる少なくとも１種の化
合物と、を含む混合物の水溶液
　上記１）～３）のうちのいずれかの水溶液を塗工した後、乾燥することにより、化成処
理を施す。
【０１０５】
　前記化成皮膜は、クロム付着量（片面当たり）として０．１ｍｇ／ｍ2～５０ｍｇ／ｍ2

が好ましく、特に２ｍｇ／ｍ2～２０ｍｇ／ｍ2が好ましい。
【０１０６】
　前記外側接着剤５としては、特に限定されるものではないが、例えば、熱硬化性接着剤
等が挙げられる。前記熱硬化性接着剤としては、特に限定されるものではないが、例えば
、オレフィン系接着剤、エポキシ系接着剤、アクリル系接着剤等が挙げられる。前記外側
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接着剤層５の厚さは、１μｍ～５μｍに設定されるのが好ましい。中でも、包装材１の薄
膜化、軽量化の観点から、前記外側接着剤層５の厚さは、１μｍ～３μｍに設定されるの
が特に好ましい。
【０１０７】
  前記内側接着剤６としては、特に限定されるものではないが、例えば、前記熱硬化性接
着剤等が挙げられる。前記内側接着剤層６の厚さは、１μｍ～５μｍに設定されるのが好
ましい。中でも、包装材１の薄膜化、軽量化の観点から、前記内側接着剤層６の厚さは、
１μｍ～３μｍに設定されるのが特に好ましい。
【０１０８】
　前記成形用包装材１を構成する基材層２、熱融着性樹脂層３（最内層７を含む）中に、
本発明の効果を阻害しない範囲で、次のような添加剤を添加してもよい。前記添加剤とし
ては、特に限定されるものではないが、例えば、酸化防止剤、可塑剤、紫外線吸収剤、防
かび剤、着色剤（顔料、染料等）、帯電防止剤、防さび剤、吸湿剤、酸素吸収剤等が挙げ
られる。前記可塑剤としては、特に限定されるものではないが、例えば、グリセリン脂肪
酸エステルモノグリセライド、グリセリン脂肪酸エステルアセチル化モノグリセライド、
グリセリン脂肪酸エステル有機酸モノグリセライド、グリセリン脂肪酸エステル中鎖脂肪
酸トリグリセライド、ポリグリセリン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、プロ
ピレングリコール脂肪酸エステル、特殊脂肪酸エステル、高級アルコール脂肪酸エステル
などが挙げられる。
【０１０９】
　前記第１滑性層１１の厚さは、０．０１μｍ～５μｍであるのが好ましい。また、前記
第２滑性層１２の厚さは、０．０１μｍ～５μｍであるのが好ましい。また、前記第３滑
性層１３の厚さは、０．０１μｍ～５μｍであるのが好ましい。
【０１１０】
  また、前記第１滑性層１１の形成量は、０．０５μｇ／ｃｍ2～１．０μｇ／ｃｍ2の範
囲であるのが好ましい。前記第２滑性層１２の形成量は、０．０５μｇ／ｃｍ2～１．０
μｇ／ｃｍ2の範囲であるのが好ましい。このような形成量であることにより、成形用包
装材１の内側表面の動摩擦係数が０．５以下になる。中でも、前記成形用包装材１の内側
表面の動摩擦係数が０．２５以下であるのが好ましく、さらには０．２０以下であるのが
より好ましく、０．１８以下であるのが特に好ましい。
【０１１１】
　前記最内層７を形成する樹脂組成物を溶融押出製膜することにより前記最内層７を形成
することにより、上記第１滑性層１１を確実に形成することができると共に、該第１滑性
層１１におけるフッ素ポリマー系滑剤の含有率を高めることができる。
【０１１２】
　また、前記最内層７を形成する樹脂組成物および溶剤を含有した塗布溶液を塗布して乾
燥させることによって前記最内層７を形成することにより、上記第１滑性層１１を確実に
形成することができると共に、該第１滑性層１１におけるフッ素ポリマー系滑剤の含有率
を高めることができる。
【０１１３】
  また、エージング時における加熱処理温度を３０℃～５０℃に設定することにより、上
記第２滑性層１２を確実に形成できると共に、該第２滑性層１２におけるスリップ剤の含
有率を高めることができる。エージング時の加熱温度が３０℃以上であることで第２滑性
層１２を十分に形成できると共に、５０℃以下であることで成形用包装材の表面での白粉
の表出を十分に防止できる。中でも、前記エージング時の加熱温度を３５℃～４５℃に設
定するのが好ましい。
【０１１４】
　また、前記第３滑性層１３の形成量は、０．０５μｇ／ｃｍ2～１．０μｇ／ｃｍ2の範
囲であるのが好ましい。このような形成量であることにより、成形用包装材１の外側表面
の動摩擦係数が０．５以下になる。中でも、前記成形用包装材１の外側表面の動摩擦係数
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が０．２５以下であるのが好ましく、さらには０．２０以下であるのがより好ましく、０
．１８以下であるのが特に好ましい。
【０１１５】
　前記第３滑性層１３は、ラミネート加工して得た包装材を巻いた状態で保管する際に、
巻いた状態での包装材の内側表面と外側表面との接触により該内側表面から転写されて形
成された層である。前記成形用包装材１を深絞り成形等により成形した後は、この第３滑
性層１３は、除去してもよいし、或いはそのまま残しておいてもよいし、或いはまた自然
に消失してしまってもよい。
【０１１６】
　本発明の包装材１を成形（深絞り成形、張り出し成形等）することにより、外装ケース
（電池ケース等）１０を得ることができる（図４、５参照）。
【０１１７】
　本発明の包装材１を用いて構成された蓄電デバイス３０の一実施形態を図４に示す。こ
の蓄電デバイス３０は、リチウムイオン２次電池である。本実施形態では、図４、５に示
すように、包装材１を成形して得られた外装ケース１０と、成形に供されることなく平面
状の包装材１とにより外装部材１５が構成されている。しかして、本発明の包装材１を成
形して得られた外装ケース１０の収容凹部内に、略直方体形状の蓄電デバイス本体部（電
気化学素子等）３１が収容され、該蓄電デバイス本体部３１の上に、前記平面状の包装材
１がその内側層３側を内方（下側）にして配置され、該平面状外装材１の内側層３（最内
層７）の周縁部と、前記外装ケース１０のフランジ部（封止用周縁部）２９の内側層３（
最内層７）とがヒートシールによりシール接合されて封止されることによって、本発明の
蓄電デバイス３０が構成されている（図４、５参照）。なお、前記外装ケース１０の収容
凹部の内側の表面は、内側層３（最内層７）になっており、収容凹部の外面が基材層（外
側層）２になっている（図５参照）。
【０１１８】
　図４において、３９は、前記包装材１の周縁部と、前記外装ケース１０のフランジ部（
封止用周縁部）２９とが接合（溶着）されたヒートシール部である。なお、前記蓄電デバ
イス３０において、蓄電デバイス本体部３１に接続されたタブリードの先端部が、外装部
材１５の外部に導出されているが、図示は省略している。
【０１１９】
　前記蓄電デバイス本体部３１としては、特に限定されるものではないが、例えば、電池
本体部、キャパシタ本体部、コンデンサ本体部等が挙げられる。
【０１２０】
　前記ヒートシール部３９の幅は、０．５ｍｍ以上に設定するのが好ましい。０．５ｍｍ
以上とすることで封止を確実に行うことができる。中でも、前記ヒートシール部３９の幅
は、３ｍｍ～１５ｍｍに設定するのが好ましい。
【０１２１】
　なお、上記実施形態では、外装部材１５が、包装材１を成形して得られた外装ケース１
０と、平面状の包装材１と、からなる構成であったが（図４、５参照）、特にこのような
組み合わせに限定されるものではなく、例えば、一対の外装ケース１０からなる構成であ
ってもよい。
【実施例】
【０１２２】
　次に、本発明の具体的実施例について説明するが、本発明はこれら実施例のものに特に
限定されるものではない。
【０１２３】
　＜使用材料＞
［フッ素ポリマー系滑剤Ａ（フッ素樹脂でありエラストマーでない）］
　スリーエム社製のダイナマー（商標）「ＦＸ５９１１」…テトラフルオロエチレン－ヘ
キサフルオロプロピレン－ビニリデンフルオライド共重合体（該共重合体の融点が１１８
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℃、該共重合体中のフッ素含有率が６９質量％）
［フッ素ポリマー系滑剤Ｂ（フッ素エラストマー）］
　スリーエム社製のダイナマー（商標）「ＦＸ５９２０Ａ」…ヘキサフルオロプロピレン
－ビニリデンフルオライド共重合体（該共重合体中のフッ素含有率が６６質量％）３５質
量％、エチレングリコール６５質量％の混合物。
［フッ素ポリマー系滑剤Ｃ（フッ素エラストマー）］
　スリーエム社製のダイナマー（商標）「ＦＸ９６１３」…ヘキサフルオロプロピレン－
ビニリデンフルオライド共重合体（該共重合体中のフッ素含有率が６６質量％）９０質量
％、無機粒子（タルク６．５質量％、アモルファスシリカ２．５質量％、炭酸カルシウム
１質量％）１０質量％の混合物。
【０１２４】
　＜実施例１＞
　厚さ３０μｍのアルミニウム箔４の両面に、リン酸、ポリアクリル酸（アクリル系樹脂
）、クロム(III)塩化合物、水、アルコールからなる化成処理液を塗布した後、１８０℃
で乾燥を行って、化成皮膜を形成した。この化成皮膜のクロム付着量は片面当たり１０ｍ
ｇ／ｍ2であった。
【０１２５】
  次に、前記化成処理済みアルミニウム箔４の一方の面に、２液硬化型のウレタン系接着
剤５を介して厚さ１５μｍの二軸延伸６ナイロンフィルム２をドライラミネートした（貼
り合わせた）。
【０１２６】
　次に、エチレン－プロピレンランダム共重合体、１０００ｐｐｍのエルカ酸アミド（ス
リップ剤）、５．０質量％の高密度ポリエチレン樹脂パウダーＡ（平均粒子径６５０μｍ
；粗面化材）、５０ｐｐｍのフッ素ポリマー系滑剤Ａ（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」
）および２５００ｐｐｍのシリカ粒子（平均粒子径２μｍ；アンチブロッキング剤）を含
有してなる厚さ３μｍの第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７、エチレン－プロピレンブロ
ック共重合体および２０００ｐｐｍのエルカ酸アミドを含有してなる厚さ１４μｍの第２
熱融着性樹脂無延伸フィルム８、エチレン－プロピレンランダム共重合体および１０００
ｐｐｍのエルカ酸アミドを含有してなる厚さ３μｍの第３熱融着性樹脂無延伸フィルム９
がこの順で３層積層されるようにＴダイを用いて共押出することにより、これら３層が積
層されてなる厚さ２０μｍのシーラントフィルム（第１熱融着性樹脂無延伸フィルム層７
／第２熱融着性樹脂無延伸フィルム層８／第３熱融着性樹脂無延伸フィルム層９）３を得
た後、該シーラントフィルム３の第３熱融着性樹脂無延伸フィルム層９面を、２液硬化型
のマレイン酸変性ポリプロピレン接着剤６を介して、前記ドライラミネート後のアルミニ
ウム箔４の他方の面に重ね合わせて、ゴムニップロールと、１００℃に加熱されたラミネ
ートロールとの間に挟み込んで圧着することによりドライラミネートし、ロール軸に巻き
取り、しかる後、ロール軸に巻いた状態で４０℃で１０日間エージングした（加熱した）
後、ロール軸から引き出すことによって、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形
用包装材）１を得た。
【０１２７】
　なお、前記２液硬化型マレイン酸変性ポリプロピレン接着剤として、主剤としてのマレ
イン酸変性ポリプロピレン（融点８０℃、酸価１０ｍｇＫＯＨ／ｇ）１００質量部、硬化
剤としてのヘキサメチレンジイソシアナートのイソシアヌレート体（ＮＣＯ含有率：２０
質量％）８質量部、さらに溶剤が混合されてなる接着剤溶液を用い、該接着剤溶液を固形
分塗布量が２ｇ／ｍ2になるように、前記アルミニウム箔４の他方の面に塗布して、加熱
乾燥させた後、前記シーラントフィルム３の第３無延伸フィルム層９面に重ね合わせた。
【０１２８】
  上記高密度ポリエチレン樹脂Ａ（粗面化材）は、１９０℃でのＭＦＲが０．２ｇ／１０
分、密度が０．９６３ｇ／ｃｍ3、スウェルが４０％であり、上記高密度ポリエチレン樹
脂Ａは、フィリップス触媒を使用してスラリーループ法で製造されたものである。
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【０１２９】
　＜実施例２＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中のフッ素ポリマー系滑剤Ａ（スリーエム社製「Ｆ
Ｘ５９１１」）の含有率を５００ｐｐｍに変更した以外は、実施例１と同様にして、図２
に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１３０】
　＜比較例１＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に、フッ素ポリマー系滑剤を非含有とした以外は
、実施例１と同様にして、蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）を得た。
【０１３１】
　＜実施例３＞
  アルミニウム箔４の厚さを３５μｍに変更すると共に、シーラントフィルムとして厚さ
のみを変更した（組成は変更することなく）厚さ３０μｍのシーラントフィルム（厚さ３
μｍの第１熱融着性樹脂無延伸フィルム層７／厚さ２４μｍの第２熱融着性樹脂無延伸フ
ィルム層８／厚さ３μｍの第３熱融着性樹脂無延伸フィルム層９）を用いた以外は、実施
例１と同様にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１３２】
　＜実施例４＞
  アルミニウム箔４の厚さを３５μｍに変更すると共に、シーラントフィルムとして厚さ
のみを変更した（組成は変更することなく）厚さ３０μｍのシーラントフィルム（厚さ４
．５μｍの第１熱融着性樹脂無延伸フィルム層７／厚さ２１μｍの第２熱融着性樹脂無延
伸フィルム層８／厚さ４．５μｍの第３熱融着性樹脂無延伸フィルム層９）を用いた以外
は、実施例２と同様にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１
を得た。
【０１３３】
　＜比較例２＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に、フッ素ポリマー系滑剤を非含有とした以外は
、実施例３と同様にして、蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）を得た。
【０１３４】
　＜実施例５＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中のフッ素ポリマー系滑剤Ａ（スリーエム社製「Ｆ
Ｘ５９１１」）の含有率を１０００ｐｐｍに変更した以外は、実施例３と同様にして、図
２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１３５】
　＜実施例６＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素ポリマー系滑剤として、５
０ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）に代えて、５０ｐｐｍの
フッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）および５０ｐｐｍのフッ素エラスト
マー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９２０Ａ」）を使用した以外は、実施例３と同様にし
て、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１３６】
　＜実施例７＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素ポリマー系滑剤として、５
０ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）に代えて、２５０ｐｐｍ
のフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）および２５０ｐｐｍのフッ素エラ
ストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９２０Ａ」）を使用した以外は、実施例３と同様
にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１３７】
　＜実施例８＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素ポリマー系滑剤として、５



(20) JP 6917255 B2 2021.8.11

10

20

30

40

50

０ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）に代えて、５００ｐｐｍ
のフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）および５００ｐｐｍのフッ素エラ
ストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９２０Ａ」）を使用した以外は、実施例３と同様
にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１３８】
　＜実施例９＞
  二軸延伸６ナイロンフィルム２の厚さを２５μｍに変更し、アルミニウム箔４の厚さを
４０μｍに変更すると共に、第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素
ポリマー系滑剤をフッ素エラストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９２０Ａ」）に変更
し、シーラントフィルムとして厚さ４０μｍのシーラントフィルム（厚さ４μｍの第１熱
融着性樹脂無延伸フィルム層７／厚さ３２μｍの第２熱融着性樹脂無延伸フィルム層８／
厚さ４μｍの第３熱融着性樹脂無延伸フィルム層９）を用いた以外は、実施例１と同様に
して、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１３９】
　＜実施例１０＞
  二軸延伸６ナイロンフィルム２の厚さを２５μｍに変更し、アルミニウム箔４の厚さを
４０μｍに変更すると共に、第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素
ポリマー系滑剤を５００ｐｐｍのフッ素エラストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９２
０Ａ」）に変更し、シーラントフィルムとして厚さ４０μｍのシーラントフィルム（厚さ
６μｍの第１熱融着性樹脂無延伸フィルム層７／厚さ２８μｍの第２熱融着性樹脂無延伸
フィルム層８／厚さ６μｍの第３熱融着性樹脂無延伸フィルム層９）を用いた以外は、実
施例２と同様にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た
。
【０１４０】
　＜実施例１１＞
　二軸延伸６ナイロンフィルムに代えて、厚さ１２μｍのポリエチレンテレフタレートフ
ィルムを使用し、アルミニウム箔４の厚さを３５μｍに変更すると共に、第１熱融着性樹
脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素ポリマー系滑剤を５０ｐｐｍのフッ素エラス
トマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ９６１３」）に変更し、シーラントフィルムとして厚
さ８０μｍのシーラントフィルム（厚さ８μｍの第１熱融着性樹脂無延伸フィルム層７／
厚さ６４μｍの第２熱融着性樹脂無延伸フィルム層８／厚さ８μｍの第３熱融着性樹脂無
延伸フィルム層９）を用いた以外は、実施例１と同様にして、図２に示す構成の蓄電デバ
イス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１４１】
　＜実施例１２＞
  二軸延伸６ナイロンフィルムに代えて、厚さ１２μｍのポリエチレンテレフタレートフ
ィルムを使用し、アルミニウム箔４の厚さを３５μｍに変更すると共に、第１熱融着性樹
脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素ポリマー系滑剤を５００ｐｐｍのフッ素エラ
ストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ９６１３」）に変更し、シーラントフィルムとして
厚さ８０μｍのシーラントフィルム（厚さ１２μｍの第１熱融着性樹脂無延伸フィルム層
７／厚さ５６μｍの第２熱融着性樹脂無延伸フィルム層８／厚さ１２μｍの第３熱融着性
樹脂無延伸フィルム層９）を用いた以外は、実施例１と同様にして、図２に示す構成の蓄
電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１４２】
　＜比較例３＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に、フッ素ポリマー系滑剤を非含有とした以外は
、実施例１１と同様にして、蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）を得た。
【０１４３】
　＜実施例１３＞
　外側層２として厚さ２７μｍの積層フィルム（厚さ１２μｍのポリエチレンテレフタレ
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ートフィルム／厚さ１５μｍの二軸延伸６ナイロンフィルム）を用い、アルミニウム箔４
の厚さを４０μｍに変更すると共に、第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめ
るフッ素ポリマー系滑剤を５００ｐｐｍのフッ素エラストマー滑剤（スリーエム社製「Ｆ
Ｘ９６１３」）に変更し、シーラントフィルムとして厚さ８０μｍのシーラントフィルム
（厚さ８μｍの第１熱融着性樹脂無延伸フィルム層７／厚さ６４μｍの第２熱融着性樹脂
無延伸フィルム層８／厚さ８μｍの第３熱融着性樹脂無延伸フィルム層９）を用いた以外
は、実施例１と同様にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１
を得た。
【０１４４】
　＜比較例４＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に、フッ素ポリマー系滑剤を非含有とした以外は
、実施例１３と同様にして、蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）を得た。
【０１４５】
　＜実施例１４＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素ポリマー系滑剤として、５
０ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）に代えて、２５０ｐｐｍ
のフッ素エラストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ９６１３」）及び２５０ｐｐｍのフッ
素エラストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９２０Ａ」）を使用した以外は、実施例３
と同様にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１４６】
　＜実施例１５＞
　粗面化材として、５．０質量％の高密度ポリエチレン樹脂パウダーＡ（平均粒子径６５
０μｍ）に代えて、１０．０質量％の高密度ポリエチレン樹脂パウダーＢ（平均粒子径１
．１ｍｍ）を用い、第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素ポリマー
系滑剤として、５０ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）に代え
て、７５０ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）および２５０ｐ
ｐｍのフッ素エラストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９２０Ａ」）を使用した以外は
、実施例３と同様にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を
得た。
【０１４７】
  上記高密度ポリエチレン樹脂Ｂ（粗面化材）は、１９０℃でのＭＦＲが０．２ｇ／１０
分、密度が０．９４５ｇ／ｃｍ3、スウェルが３５％であり、上記高密度ポリエチレン樹
脂Ｂは、フィリップス触媒を使用してスラリーループ法で製造されたものである。
【０１４８】
　＜実施例１６＞
　粗面化材として、５．０質量％の高密度ポリエチレン樹脂パウダーＡ（平均粒子径６５
０μｍ）に代えて、１５．０質量％の低密度ポリエチレン樹脂パウダーＣ（平均粒子径１
．０ｍｍ）を用い、第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素ポリマー
系滑剤として、５０ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）に代え
て、１０００ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）および５００
ｐｐｍのフッ素エラストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９２０Ａ」）を使用した以外
は、実施例３と同様にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１
を得た。
【０１４９】
  上記低密度ポリエチレン樹脂Ｃ（粗面化材）は、１９０℃でのＭＦＲが２ｇ／１０分、
密度が０．９２１ｇ／ｃｍ3、スウェルが２０％であり、上記低密度ポリエチレン樹脂Ｃ
は、チーグラー触媒を用いて気相法流動床で製造された線状低密度ポリエチレン樹脂であ
る。
【０１５０】
　＜実施例１７＞



(22) JP 6917255 B2 2021.8.11

10

20

30

40

  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７および第３熱融着性樹脂無延伸フィルム９に含有せ
しめるスリップ剤として、１０００ｐｐｍのエルカ酸アミドに代えて、１０００ｐｐｍの
ステアリン酸アミドを用い、第２熱融着性樹脂無延伸フィルム８に含有せしめるスリップ
剤として、２０００ｐｐｍのエルカ酸アミドに代えて、２０００ｐｐｍのステアリン酸ア
ミドを用い、第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素ポリマー系滑剤
として、５０ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）に代えて、５
００ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）および２５０ｐｐｍの
フッ素エラストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９２０Ａ」）を使用した以外は、実施
例３と同様にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１５１】
　＜実施例１８＞
  第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７および第３熱融着性樹脂無延伸フィルム９に含有せ
しめるスリップ剤として、１０００ｐｐｍのエルカ酸アミドに代えて、１０００ｐｐｍの
ベヘン酸アミドを用い、第２熱融着性樹脂無延伸フィルム８に含有せしめるスリップ剤と
して、２０００ｐｐｍのエルカ酸アミドに代えて、２０００ｐｐｍのベヘン酸アミドを用
い、第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中に含有せしめるフッ素ポリマー系滑剤として、
５０ｐｐｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）に代えて、７５０ｐｐ
ｍのフッ素樹脂滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９１１」）および７５０ｐｐｍのフッ素エ
ラストマー滑剤（スリーエム社製「ＦＸ５９２０Ａ」）を使用した以外は、実施例３と同
様にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１５２】
　＜実施例１９＞
　第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７および第３熱融着性樹脂無延伸フィルム９に含有せ
しめるスリップ剤として、１０００ｐｐｍのエルカ酸アミドと共に５００ｐｐｍのエチレ
ンビスステアリン酸アミドを用い、第２熱融着性樹脂無延伸フィルム８に含有せしめるス
リップ剤として、１０００ｐｐｍのエルカ酸アミドに代えて、２０００ｐｐｍのエルカ酸
アミド及び５００ｐｐｍのエチレンビスステアリン酸アミドを使用した以外は、実施例１
７と同様にして、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１５３】
　＜実施例２０＞
  外側層２として厚さ２７μｍの積層フィルム（最外側に配置される厚さ１２μｍのポリ
エチレンテレフタレートフィルム／厚さ１５μｍの二軸延伸６ナイロンフィルム）を用い
、アルミニウム箔４の厚さを４０μｍに変更すると共に、第１熱融着性樹脂無延伸フィル
ム７中に含有せしめるフッ素ポリマー系滑剤を５００ｐｐｍのフッ素エラストマー滑剤（
スリーエム社製「ＦＸ９６１３」）に変更し、かつ該第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７
中にシリカ粒子（アンチブロッキング剤）を含有させない構成とし、シーラントフィルム
（熱融着性樹脂層３）として厚さ８０μｍのシーラントフィルム（厚さ８μｍの第１熱融
着性樹脂無延伸フィルム層７／厚さ６４μｍの第２熱融着性樹脂無延伸フィルム層８／厚
さ８μｍの第３熱融着性樹脂無延伸フィルム層９）を用いた以外は、実施例１と同様にし
て、図２に示す構成の蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）１を得た。
【０１５４】
　＜比較例５＞
　第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７に含有せしめるエルカ酸アミドの含有率（濃度）を
２５００ｐｐｍに変更し、第２熱融着性樹脂無延伸フィルム８に含有せしめるエルカ酸ア
ミドの含有率（濃度）を２５００ｐｐｍに変更し、第１熱融着性樹脂無延伸フィルム７中
に、フッ素ポリマー系滑剤を非含有とした以外は、実施例３と同様にして、蓄電デバイス
用外装材（成形用包装材）を得た。
【０１５５】
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【表１】

【０１５６】
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【表２】

【０１５７】
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【表３】

【０１５８】
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【表４】

【０１５９】
　上記のようにして得られた各蓄電デバイス用外装材（成形用包装材）について下記評価
法に基づいて評価を行った。その結果を表２に示す。なお、表３、４に記載の最内層の表
面の動摩擦係数は、ＪＩＳ　Ｋ７１２５－１９９５に準拠して、各外装材の最内層の表面
７ａについて測定した動摩擦係数である。また、表３、４に記載の基材層の表面２ａの動
摩擦係数は、ＪＩＳ　Ｋ７１２５－１９９５に準拠して、各外装材の基材層の表面２ａに
ついて測定した動摩擦係数である。
【０１６０】
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　＜外装材の内側表面に存在するスリップ剤量の評価法＞
　各蓄電デバイス用外装材から縦１１０ｍｍ×横１１０ｍｍの矩形状の試験片を２枚切り
出した後、これら２枚の試験片を重ね合わせて互いの熱融着性樹脂層（内側層）の最内層
の周縁部同士をヒートシール温度２００℃でシール幅５ｍｍでヒートシールして袋体を作
製した。この袋体の内部空間内にシリンジを用いてアセトン１ｍＬを注入し、袋体の内側
表面とアセトンとが接触した状態で３分間放置した後、袋体内のアセトンを抜き取った。
この抜き取った液中に含まれる成分量をガスクロマトグラフを用いて測定、分析すること
により、外装材の第２滑性層１２のスリップ剤量（μｇ／ｃｍ2）を求めた。即ち、１ｃ
ｍ2当たりの第２滑性層１２の形成量（μｇ／ｃｍ2）を求めた。
【０１６１】
　＜外装材の内側表面に存在するフッ素ポリマー系滑剤量の評価法＞
　各蓄電デバイス用外装材から縦１０１ｍｍ×横１００．５ｍｍの矩形状の試験片を１枚
切り出した後、試験片を半折りにして重ね合わせて互いの熱融着性樹脂層（内側層）の最
内層の周縁部同士をヒートシール温度２００℃でシール幅５ｍｍでヒートシールして袋体
を作製した。この袋体の内部空間内にシリンジを用いてアセトン１００ｍＬを注入し、袋
体の内側表面とアセトンとが接触した状態で室温で３分間放置した後、袋体内のアセトン
を抜き取った。この操作を２回繰り返すことによりスリップ剤（第２滑性層１２）を除去
した。次いで、更に前記袋体の内部空間内にシリンジを用いてアセトン１００ｍＬを注入
し、袋体の内側表面とアセトンとが接触した状態で５０℃のオーブン中で３０分間放置し
た後、袋体内のアセトンを抜き取った。この抜き取った液をロータリーエバポレーターで
濃縮し、その後１４０℃で６時間真空乾燥を行った後、残渣の質量を計量することにより
、外装材の第１滑性層１１のフッ素ポリマー系滑剤量（μｇ／ｃｍ2）を求めた。即ち、
１ｃｍ2当たりの第１滑性層１１の形成量（μｇ／ｃｍ2）を求めた。
【０１６２】
　＜外装材の基材層の表面に存在するスリップ剤量の評価法＞
　各蓄電デバイス用外装材から縦１１０ｍｍ×横１１０ｍｍの矩形状の試験片を２枚切り
出した後、これら２枚の試験片を重ね合わせて互いの外側表面の周縁部同士をヒートシー
ル温度２５０℃でシール幅５ｍｍでヒートシールして袋体を作製した。この袋体の内部空
間内にシリンジを用いてアセトン１ｍＬを注入し、この袋体の内面とアセトンとが接触し
た状態で３分間放置した後、袋体内のアセトンを抜き取った。この抜き取った液中に含ま
れる成分量をガスクロマトグラフを用いて測定、分析することにより、外装材の外側の第
３滑性層１３のスリップ剤量（μｇ／ｃｍ2）を求めた。即ち、１ｃｍ2当たりの第３滑性
層１３の形成量（μｇ／ｃｍ2）を求めた。
【０１６３】
　＜成形性評価法＞
  成形深さフリーのストレート金型を用いて外装材に対し下記成形条件で深絞り１段成形
を行い、各成形深さ（９．０ｍｍ、８．５ｍｍ、８．０ｍｍ、７．５ｍｍ、７．０ｍｍ、
６．５ｍｍ、６．０ｍｍ、５．５ｍｍ、５．０ｍｍ、４．５ｍｍ、４．０ｍｍ、３．５ｍ
ｍ、３．０ｍｍ、２．５ｍｍ、２．０ｍｍ）毎に成形性を評価し、コーナー部にピンホー
ルが全く発生しない良好な成形を行うことができる最大成形深さ（ｍｍ）を調べた。表２
にこの最大成形深さ（ｍｍ）を示した。なお、ピンホールの有無は、ピンホールを透過し
てくる透過光の有無を目視により観察することにより調べた。
（成形条件）
　成形型…パンチ：３３．３ｍｍ×５３．９ｍｍ、ダイ：８０ｍｍ×１２０ｍｍ、コーナ
ーＲ：２ｍｍ、パンチＲ：１．３ｍｍ、ダイＲ：１ｍｍ
  しわ押さえ圧…ゲージ圧：０．４７５ＭＰａ、実圧（計算値）：０．７ＭＰａ
  材質…ＳＣ（炭素鋼）材、パンチＲのみクロムメッキ。
【０１６４】
　＜白粉の有無評価法＞
  各蓄電デバイス用外装材から縦６００ｍｍ×横１００ｍｍの矩形状の試験片を切り出し
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た後、得られた試験片を内側層３面（即ち最内層の表面７ａ）を上側にして試験台の上に
載置し、この試験片の上面に、黒色のウェスが巻き付けられて表面が黒色を呈しているＳ
ＵＳ製錘（質量１．３ｋｇ、接地面の大きさが５５ｍｍ×５０ｍｍ）を載せた状態で、該
錘を試験片の上面と平行な水平方向に引張速度４ｃｍ／秒で引っ張ることによって錘を試
験片の上面に接触状態で長さ４００ｍｍにわたって引張移動させた。引張移動後の錘の接
触面のウェス（黒色）を目視で観察し、ウェス（黒色）の表面に白粉が顕著に生じていた
ものを「×」とし、白粉が僅かに生じていたに過ぎないものを「△」とし、白粉が殆どな
いか又は白粉が認められなかったものを「○」とした。なお、上記黒色のウェスとしては
、ＴＲＵＳＣＯ社製「静電気除去シートＳ　ＳＤ２５２５　３１００」を使用した。
【０１６５】
　表から明らかなように、本発明の実施例１～２０の蓄電デバイス用外装材（成形用包装
材）は、最大成形深さが４．５ｍｍ以上であり、より深い成形を行っても良好な成形品を
得ることができると共に、外装材の表面に白粉が表出し難いものであった。
【０１６６】
  これに対し、熱融着性樹脂層の最内層中に、スリップ剤および粗面化材が添加されてい
るものの、フッ素ポリマー系滑剤が添加されていない比較例１～４では、深絞り成形を行
った際の最大成形深さが、実施例１～２０と比べて低い結果となった。また、比較例５で
は、外装材の表面に白粉が顕著に表出していた。
【産業上の利用可能性】
【０１６７】
　本発明に係る成形用包装材は、ノートパソコン用、携帯電話用、車載用、定置型のリチ
ウムイオンポリマー二次電池等の電池のケースとして好適に用いられ、これ以外にも、食
品の包装材、医薬品の包装材として好適であるが、特にこれらの用途に限定されるもので
はない。中でも、電池ケース用として特に好適である。
【符号の説明】
【０１６８】
１…成形用包装材
２…基材層（外側層）
　２ａ…基材層の外側表面
３…熱融着性樹脂層（内側層）
４…金属箔層
７…最内層（熱融着性樹脂層の最内層；第１熱融着性樹脂層）
　７ａ…熱融着性樹脂層の最内層の内側表面
８…第２熱融着性樹脂層
９…第３熱融着性樹脂層
１０…蓄電デバイス用外装ケース
１１…第１滑性層
　１１ａ…第１滑性層の内側表面
１２…第２滑性層
１３…第３滑性層
１５…外装部材
３０…蓄電デバイス
３１…蓄電デバイス本体部
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